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研究成果の概要（和文）：（非）業務人流の時間価値は資源としての時間価値と商品としての時間価値の和となる。そ
れぞれの時間価値は観測可能な（非）業務人流需要の関数として表現することができる。（非）業務物流の時間価値は
商品としての時間価値のみで定義することができる。それは観測可能な（非）業務物流需要の関数として表現できる。
補償均衡下での時間節約便益は(均衡需要関数（＝供給量）x 時間価値関数）を所要時間の変化分に関して積分した公
式となる。上記の公式を社会実験のデータに適用して高速道の資源としての時間価値の値を推定した。線形需要関数の
場合の時間価値は2,450円/時間と他の研究結果に近い値であった。

研究成果の概要（英文）：This study shows the capability of the proposed methods to measure the components 
of the value of time, i.e., value of time as a resource and value of time as a commodity calculated indepe
ndently or combined using observable demand for business and non-business person trips. The value of time 
for business and non-business freight trips is expressed by only the value of time as a commodity also cal
culated by using observable freight trip demand.The time saving benefit measurement formula under compensa
ted equilibrium is expressed as the integration by transport time of equilibrium demand function multiplie
d by the value of time function. This study measures the value of time as a resource for toll road trips a
s 2,450 yen/hour by applying the above formula to social experiment data, which shows the value of time me
asured is very close to those of recent studies.
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１． 研究開始当初の背景 
 
交通便益は交通利用者便益と交通供給者
便益からなるが、本研究は前者の利用者便益
に整合的な利用者の時間価値を分析対象と
する。それは、私用人流（物流）の場合は効
用水準一定における価格と所要時間の限界
代替率、業務人流（物流）の場合は利潤一定
下における価格と所要時間の限界代替率と
定義されねばならない。物流に関する時間価
値については全くといってよいほど理論研
究は見られない。このため、本研究の研究対
象としている。一方私用人流の時間価値の定
義とその計測理論に関する理論研究には
Becker(1965)以来の長い歴史がある。まず、
交通消費時間と労働が効用中立で労働時間
が自由に選択できる場合には賃金率に等し
いことが証明されている。業務人流の時間価
値が賃金率に等しいことも証明されている。
この理論が現在の所得接近法と呼ばれてい
る方法の理論的根拠となっている。ただし、
先進国では私用人流の時間価値は業務人流
の 25-50%としている国が多い。しかし、そ
の根拠は理論的に説明できていない。次に、
De Serpa(1971)は、時間価値が資源としての
時間価値と商品としての時間価値の和とし
て表現されることを示した。しかし、これら
を交通需要関数で表現することには成功し
ていない。したがって、以後の研究の流れは、
効用関数形を線型などで表現してその係数
を推定する研究が主流となった。結果として
需要一定下の価格と所要時間の間の代替率
を時間価値と見なしてしまう流れとなった。
そして資源としての時間価値と商品として
の時間価値を区別して計測しようとした研
究もほとんどない。こうして観測可能な需要
関数で表現できていないために現状は正確
な時間価値の計測も正確な時間節約便益の
計測にも成功していないということができ
る。これらの実用研究の展望は青山・西岡
(1980), 日交研（1988） , Hensher(2001), 
Palmqust. et al(2004)に見られる。一方、河
野・森杉(2000)は、資源としての時間価値が、
価格や所要時間の関数であることに着目し
てその感度分析を行った。しかし、この研究
も需要関数の関数で資源としての時間価値
を表現することには成功していない。最近、
Larson and Shaikh(2001)は、資源としての
時間価値を需要関数で表現できることを示
した。また、加藤(2013)が、時間価値の理論
的サーベイを行った。商品としての時間価値
を需要関数に表現することには成功してい
ない。 

 
 
２． 研究の目的 

 
本研究は、時間価値に関して以下の分析と
実証を行う。 
第１に、私用と業務別の人流と物流における

時間価値の統一的概念（資源としての価値と
商品としての価値）を定義し定式化する。第
２に、交通需要者の時間価値を交通需要関数
で表現する。第３に、時間節約利用者便益計
測公式の開発を行う。第４に、一般均衡下に
おける時間節約（利用者＋供給者）便益計測
公式の開発を行う。第５に、SCGE（応用空
間一般均衡分析）における商品としての時間
価値を表す効用・生産関数の開発と時間節約
便益の帰着の表現・計測公式の開発を行う。 
 
 
３． 研究の方法 

 
(1) 理論分析:交通（人流・物流）需要者の
資源としての時間価値と商品としての時間
価値の交通需要関数による表現、代替効果な
どの時間に関するミクロ経済学的性質の導
出、実用的時間価値との比較、時間節約利用
者便益計測公式の開発。 
(2) 実証研究:道路整備、コンテナー埠頭整
備を対象に時間価値の観測。交通需要関数と
交通事業者の費用関数の特定化、データ作成、
パラメーター推定、時間価値の推定、時間節
約利用（供給）者便益計測公式による便益の
計算。 
(3) SCGE 研究：時間という資源と交通サービ
スを明示化した社会会計表の作成，nested 
CES 関数における所要時間の表現法、交通供
給者の明示的表現、交通施設という資本スト
ックの表現の仕方の探求、キャリブレーショ
ン法の開発、均衡計算と結果の整理方法の開
発。 
 
 
４． 研究成果 
 
研究成果１：交通消費そのものに加えて交
通消費時間が不効用（マイナスの生産性）を
与えるとの想定のもとでミクロ経済理論に
もとづいて以下の理論分析と実証分析を行
った。 
（理論分析）(1) 個人・人流の時間価値は資
源としての時間価値と商品としての時間価
値の和となる。前者は交通価格と資源として
の交通所要時間との限界代替率で定義する。
後者は交通価格と商品としての交通所要時
間との限界代替率で定義する。このとき個
人・人流の資源としての時間価値は，分子が
（需要の資源としての交通所要時間に関す
る微係数＋需要ｘ需要の総利用可能時間微
係数），分母が（需要の価格微係数＋需要ｘ
需要の所得微係数）の比と表すことができる。
また、個人・人流の商品としての時間価値は、
分子が（需要の商品としての交通所要時間に
関する微係数＋需要÷交通所要時間），分母
が（需要の価格微係数＋需要ｘ需要の所得微
係数）の比と表すことができる。(2) 個人物
流は資源としての時間を消費しないので、資
源としての時間価値はゼロである。したがっ



て、個人・物流の時間価値は、商品としての
時間価値のみで定義する。その公式は、人流
の商品の時間価値と同じである。(3) 時間の
ミクロ経済学（スルツキー方程式）の確立：
需要、時間価値、時間価値需要の価格と時間
に関して成立する拡張スルツキー方程式を
定式化した。そして利用者便益計測に応用し
た。すなわち、利用者便益を所得の限界効用
比＊市場（補償）需要関数の価格の消費者余
剰と市場（補償）時間需要関数の時間に関す
る消費者余剰の和で表現した。それを２次近
似した式に拡張スルツキー方程式を適用し
て観測可能な（時間）需要関数の台形公式を
導いた。(4) 業務人流の時間価値も資源とし
ての時間価値と商品としての時間価値の和
となる。その定義は、個人の場合に定義と同
じく価格と資源または商品としての交通所
要時間との限界代替率である。業務人流の資
源としての時間価値は賃金率に等しい。業務
人流の商品としての時間価値は分子が（需要
の商品としての交通所要時間に関する微分
係数＋需要÷交通所要時間），分母が（需要
の価格微分係数）の比と表すことができる。
(5) 業務物流は資源としての時間を消費し
ないので、資源としての時間価値はゼロであ
る。したがって、業務・物流の時間価値は、
商品としての時間価値のみで定義する。その
公式は、人流の商品の時間価値と同じである。
(6) 交通供給者の時間価値とモード別時間
価値：供給者の時間価値は限界的所要時間削
減による限界運送サービス費用の低減分で
定義される。モード別の時間価値は，（モー
ド需要の時間価値＋供給者の時間価値）とな
る。(7) 時間節約便益計測公式の改良：収穫
一定で補償均衡下でのモード別時間節約便
益は（モード別均衡需要関数（＝供給量）X
モード別時間価値関数）を所要時間の変化分
に関して積分した公式となる。 
（実証分析）: (1)上記理論分析(1)と(4)の
公式を社会実験のデータに適用して高速道
の資源としての時間価値の値を推定した。線
形需要関数の場合の時間価値は2,450円/hと
他の研究結果に近い値であった。(2)上記理
論分析(7)の公式を高速便益計測用のSCGEに
適用した。供給者時間節約便益は約 40%を占
めた。 
 
研究成果２: 所得制約と時間制約の下で
複数の離散選択を行うモデルを定式化、およ
び商品としての交通時間消費が効用に影響
するとの想定、の仮定の下での離散選択モデ
ルのおける資源としての時間価値と商品と
しての時間価値を定式化した。 
（理論分析）：(1) 時間価値を最大効用の期
待値一定下における任意の選択枝の価格と
所要時間の限界代替率で定義した。(2) 資源
（商品）としての時間価値を最大効用の期待
値一定下における所得と利用可能時間時間
（特定の選択肢の商品としての所要時間）の
限界代替率で定義した。(3) このとき資源

（商品）としての時間価値は，分子が[選択
確率ｘ選択肢の効用の総利用可能時間微係
数（商品としての所要時間の限界効用）]の
和，分母が[選択確率ｘ選択肢の効用の所得
微係数(商品時間価値の場合も同じ)]の和の
比になることを証明した。(4) 任意の選択肢
の総時間価値は上記資源としての時間価値
と商品としての時間価値の和であることを
示した。(5)資源としての時間価値は、選択
肢のいかんにかかわらず等しいことを示し
た。(6) 従来の研究は特定の選択の確定効用
水準一定下でのその選択肢の価格と所要時
間の限界代替率で定義していること、そして、
それは特定の選択を前提とした定義である
から便益の計測に使用することができない
ことを示した。 
(実証分析)：既往の研究のメタ分析により、
時間価値の値の範囲と理論的に正しい時間
価値の定義に沿った分析であること等の検
討をおこなった。たとえば、コンテナーの時
間価値をルート選択のモデルより計算して
いる例があるが、これは、結果として荷主の
商品としての時間価値を推定していること
になる。ただし、ルートごとの確定効用の価
格と所要時間の微係数が異なるときには間
違っていることを指摘した。 
( SCGE 研究)(1) 主要ネットワークの（ＯＤ
ではなく）ルートに対する交通需要と運送業
を定式化した。(2) プロジェクトによって生
成される商品としての時間価値関数の特定
化を試みた。 
 
研究成果 3：物流時間価値の再定義：物流
消費時間の効用（生産性）中立性を仮定し、
１トリップあたりの所要時間が効用（生産
性）に影響するという仮定をして物流の品質
を表すミクロ経済理論に基づく商品として
の時間価値の一般化を行った。 
(理論分析)：(1) 時間を含む効用関数(生産
関数)形を一般化した場合の商品の時間価値
を需要関数で表現した。(2) 時間のミクロ経
済学（スルツキー方程式）の確立：需要、時
間価値、時間価値需要の価格と時間に関して
成立する拡張スルツキー方程式を定式化し
た。(3) 利用者便益への応用：利用者便益を
所得の限界効用比＊市場（補償）需要関数の
価格の消費者余剰と市場（補償）時間需要関
数の時間に関する消費者余剰の和で表現し
た。それを２次近似した式に拡張スルツキー
方程式を適用して観測可能な（時間）需要関
数の台形公式を導いた。(4) 人流の場合をも
対象とした交通事業部門における所要時間
分析：所要時間を生産する場合（鉄道）と所
与の環境とする場合（自動車）の峻別。前者
の最適な時間供給の定式化。費用関数を所要
時間の関数で表現することと時間変化の限
界費用のよる時間価値の表現。価格変化の利
用者不便益＋生産者余剰＋費用節約による
交通事業者の時間節約時間便益の表現をお
こなった。 



（実証分析・SCGE）: (1) ２重制約下の需要
関数の導出：対数線形の効用関数の下で余暇
時間、合成財、人流・物流の３財の場合の需
要関数を導出した。価格比と時間比に関して
ゼロ次同時性の成立。時間価値（資源）の時
間価値関数の明示。商品の時間価値を導くた
めに効用関数のパラメーターを所要時間の
関数としたときの需要関数の導出を行い商
品としての時間価値関数を明示した。(2) 貨
物の時間の効用関数と生産関数への組み込
みの特定化をした。(3) 所要時間生産費用関
数の特定化を試みた。(4) 社会的純便益の計
測公式：ショートカット理論の確立している
ことの確認。自家用交通の場合には時間変化
の利用者便益がゼロとなることを導いた。 
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